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学位論文内容の要旨

  廃棄物の不法投棄等不適正処分に起因した環境汚染は、周辺住民の生活環境の保全のた

め早急に修復しなければをらをいが、多量の廃棄物や汚染土壌を全量撤去することは社会

経済的に困難であり、その修復は容易でをい。近年、多くの不法投棄現場で廃棄物を残置

したまま修復する原位置汚染修復が実施されているが、これらの修復において、廃棄物の

不均一性や汚染物質の偏在等により、計画どおりに修復が進捗し教いことや新たに環境基
準項目に追加された1．牛ジオキサンによる汚染をど、予期せぬ事態が多々発生し、修復期

間の長期化や事業費の増加をど課題が明らかとをってきている。一方で、汚染修復に関し

ては、修復計画策定までの調査方法や拡散予測、リスクに応じた段階ごとの対策計画の策

定をど、既往研究により示されているものの、これまで計画の実行段階以降の方法諭は示

されていをかった。こうした中、計画の実行段階で明らかにをる想定外のりスクに適切に

対応するための方法論として、新たにべりファイドフオローアップ(Verified Follow-up、
以下VF-UPと記す）の概念が提案された。VF-UPは、修復計画の実行段階の想定できを

いりスクに対して、中間評価による検証とその評価を踏まえた実現可能を計画見直し、並

びに目標達成後の事後評価による検証を行う修復方法の概念であり、本研究と並行して形

成されてきた考え方である。本研究は、不法投棄に起因する地下水汚染現場で、VF-UPの

考え方に基づき、対策中及び対策後に生じる想定外のりスクに的確に対応できる戦略的を

修復方法を明らかにするものである。
  第1章では、本研究の背景と目的について述べた。廃棄物の不法投棄等不適正を処分

は、近年、減少傾向であるが無視できる量ではをく、全量が撤去されをいことから残存し

その累計量は増加している。これら廃棄物に起因する環境汚染の原位置修復は、廃棄物の

不均一性等により修復計画どおりに浄化効果を得ることは困難である。そのため、修復計

画の実行段階で発生する想定外のりスクに適切に対応するために、VF-UPの考え方に基

づき、実汚染現場での戦略的を修復対策を実践により明らかにすることを研究目的として
設定した。

  第2章では、不法投棄現場の汚染修復に関する現状の方法論や制度的枠組みを整理する

とともに、国内の不法投棄事案の現状を調査した。国内の不法投棄等の汚染修復では、産

廃特措法による財政支援の対象とをった14事案のうち計画期間内に7事案（本研究対象

の三重県桑名市事案を除く）で修復が完了しをい見込みであり、その原因は、対策中の中

間評価が不十分であるために、対策中に生じる想定外のりスクに対応できていをぃことで

あった。そのため、本研究では、揮発性有機化合物(VOC)により地下水が汚染され、行
政代執行により廃棄物を残置したまま修復措置を講じることが決定された三重県桑名市の
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不法投棄現場で修復を実践し 、VF-UPの考え方により計画の実行段階で明らかになる想

定外のりスクに対応することにより研究を進めることを示した。

  第3章では、三重県桑名市の実汚染現場において、汚染修復計画に基づきVOCを含む

廃棄物を残置し鉛直遮水壁による拡散防止をしたうえで、遮水壁内の汚染地下水を揚水循

環浄化により修復対策を実施した結果を示した。修復対策の過程では、検証により水みち

の形成や有害物質の偏在、難透水性区域の存在をどによる浄化の遅延を確認したが、追加

対策を適時実施することにより目標とした5年間で地下水浄化を達成した。汚染修復を戦

略的（システム的）に進める ために、浄化対象とした6種のVOCを統合的に評価する総

V(X:濃度当量と加重平均による指標を開発するとともに、等濃度分布図を作成し浄化効

果の可視化を行った。また、等濃度分布図における汚染残留区域は、難透水性であり廃棄

物は未浄化のまま高濃度のVOCを含むことを明らかにし、これら廃棄物の部分撤去が地

下水浄化に有効であることを示した。また、地下水浄化目標達成後も遮水壁内の廃棄物に

高濃度のVOCが残留していたことから、揚水循環浄化では廃棄物を均一に浄化すること

が困難であることを明らかにした。したがって、当該現場は、今後、継続的をモニタリン

グの必要がある。

  第4章では、当該現場においてVOCの修復後、新たに環境基準項目に追加された1，4

ジオキサンによる地下水汚染がモニタリングにより判明し、その汚染特性を明らかにす

るとともに、1，年ジオキサンに対する修復方法を示した。遮水壁内外の地下水を対象とし

て1，牛ジオキサン濃度を詳細に調査するとともに、遮水壁内に残置した廃棄物に含まれる

1，牛ジオキサンの調査を実施した。また、遮水壁内外の地下水の無機イオン、地下水位等

を調査し、汚染修復現場の1，年ジオキサンの汚染特性を解明した。1，4‐ジオキサンの汚染

特性は、1）当該現場において、地下水流下方向の遮水壁外第2帯水層及び第3帯水層に広

範に拡散している、2）地下水への溶解性が高く土壌吸着性と微生物分解性を有さず、地下

水中でトレーサー物質であるCl―と同様の拡散挙動を示す、3）ソイルセメント遮水壁によ

る1，4‐ジオキサンの汚染拡散防止は、地下水の完全を移動の制御が難しい当該現場では困

難である、ことを明らかにした。したがって、応急的な修復対策は、汚染拡散防止を目的

として、遮水壁内地下水の揚水による低水位管理（負圧管理）が有効であることを示した。

  第5章では、汚染修復の実践により明らかとをった想定外のりスクへの対応について、

VF-UPの観点から整理し、戦略的な汚染修復の方法論として示すとともに、制度的枠組

みの改善を提案した。戦略的を修復手法は、1）検証を踏まえたシステム的を進行管理、2）

状況に適応した修復対策の方針や計画の変更、3）目標達成後の汚染リスクに対する事後対

策、であることを示した。また、制度的枠組みの改善として、廃棄物処理法には汚染修復

における検証の実施とその公表、産廃特措法の財政支援スキームには中間、完了時、事後

の 検 証 と 再 汚 染 に 対 す る 再 支 援 の 規 定 が 必 要 で あ る こ と を 提 案 し た 。

  第6章は、総括であり、論文全体の成果を要約した。

  不法投棄に起因する三重県 桑名市の地下水汚染現場において、VF-UPの考え方に基づ

き戦略的を汚染修復を実践し 、VF-UPの有効性とその具体例である戦略的修復方法を明

らかにした。また、他の汚染修復の事例に適用できるよう廃棄物処理法及び産廃特措法の

制度改善を提案した。

―1276―



学位論文審査の要旨
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(Studies on a strategic remediation method for the groundwater field

                        contaminated by illegal dumping

  廃棄物の不法投棄等不適正処分に起因した環境汚染は、周辺住民の生活環境の保全のため早急に

修復されなければをらをいが、多量の廃棄物や汚染土壌を全量撤去することは社会経済的に困難で

あり、その修復は容易でなぃ。そのため近年では、多くの不法投棄現場で廃棄物を残置したまま修

復する原位置汚染修復が実施されている。しかし、これらの修復において、不法投棄廃棄物の不均

一性や偏在等により計画どおりに修復が進捗しをいことや、新たに水質及び地下水の環境基準項

目に追加された1，4－ジオキサンによる汚染など、予期せぬ事態が多々発生し、修復期間の長期化や

事業費の増加をどの課題が明らかとなってきている。一方で、汚染修復に関しては、修復実施計画

策定までの汚染調査、解析、対策など、標準的を計画策定プロセスは既往研究により示されている

が、実行段階以降の状況に合った計画変更の方法論は示されていなかった。こうした中、実行段階

で明らかに顔った想定外のりスクに適切に対応するための方法論として、新たにべりファイドフオ

ローアップ(Verified Follow up、以下VF-UPと記す）の概念カt提案された。VF-UPは、計画段階で

想定できなかったりスクに対して、中間評価による検証とその評価を踏まえた実現可能な計画に変

更し、さらに目標達成後の事後評価による検証をも行う修復方法の概念であり、本研究の進捗と並

行して形成されてきた考え方である。本研究な、実際の不法投棄現場の修復対策を通して、VF-UP

の考え方に基づき、修復対策実施中及び対策後に生じる想定外のりスクに的確に対応できる戦略的

な修復方法を明らかにするものである。

  第1章では、本研究の背景と目的について述べている。近年、廃棄物の不法投棄等不適正を処分

は、滅少傾向であるが、全量撤去が困難をことから残存しその累計量は増加している。そのため、

環境汚染の原位置修復は、廃棄物の不均一性等により修復計画どおりに浄化効果を得ることは困

難である。したがって、修復計画の実行段階で発生する想定外のりスクに適切に対応するために、

VF-UPの考え方に基づき、実汚染現場での戦略的を修復対策を実践により明らかにすることを研

究目的としている。

  第2章では、不法投棄現場の汚染修復に関する現状の方法論や制度的枠組みを整理し、国内の不

法投棄事案の現状を調査している。国内の不法投棄等の汚染修復では、産廃特措法による国の財政

支援の対象となった14事案のうち計画期間内に8事案（本研究対象の三重県桑名市事案を含む）で

修復が完了し謡い見込みである。その原因は、対策中の中間評価が不十分であり、対策実施中に生

じる想定外のりスクに対応できていをぃことである。本研究では、揮発性有機化合物(VOC)によ

り地下水が汚染され、行政代執行により廃棄物を残置したまま修復措置を講じることが決定された

三重県桑名市の不法投棄現場を対象に、VF-UPの考え方により計画の実行段階で明らかにをった

想定外のりスクについて言及し、その対応を検討している。

  第3章では、実汚染現場の汚染修復計画に基づき、VOCを含む廃棄物を残置し鉛直遮水壁によ
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る拡散防止をしたうえで、遮水壁内の汚染地下水を揚水循環浄化により修復対策を実施した結果を

示している。修復対策の過程では、検証により水みちの形成や有害物質の偏在、難透水性区域の存

在をどによる浄化の遅延はあったが、追加対策を適時実施することにより目標とした5年間で地下

水浄化を達成した。しかし、継続的なモニタリングにより、浄化停止後に高濃度を汚染区域が再出

現し、難透水性の場所の廃棄物は未浄化のまま高濃度のVOCを含むことが明らかにされた。その

ため、汚染修復を戦略的（システム的）に進めるために、浄化対象とした6種のVOCを統合的に評

価する総VOC濃度当量と加重平均による指標を開発し、等濃度分布図を作成し浄化効果の可視化

を行い、高濃度部分の廃棄物の部分撤去が地下水浄化に有効であることを示している。また、地下

水浄化目標達成後も遮水壁内の廃棄物に高濃度のVOCが残留していたことから、揚水循環浄化で

は廃棄物を均一に浄化することが困難であることを明らかにし、今後も継続的なモニタリングが必

要であるとしている。

  第4章では、当該現場においてVOCによる汚染の修復後、新たに環境基準項目に追加された

1，4‐ジオキサンによる地下水汚染が調査により判明し、その汚染特性を明らかにするとともに、1，4－

ジオキサンに対する修復方法を示している。遮水壁内外の地下水を対象として1，4‐ジオキサン濃度

を詳細に調査するとともに、遮水壁内に残置した廃棄物に含まれる1。4‐ジオキサンの調査も実施し

ている。また、遮水壁内外の地下水の無機イオン、地下水位等を調査し、汚染修復現場の1．4‐ジオ

キサンの汚染特性を明らかにしている。その汚染特性は、1）当該現場において、地下水流下方向の

遮水壁外第2帯水層及び第3帯水層に広範に拡散している、2）地下水への溶解性か高く土壌吸着

性と微生物分解性を有さず、地下水中でトレーサー物質である塩素イオン(cr)と同様の拡散挙動

を示す、3）ソイルセメント遮水壁による1，4―ジオキサンの汚染拡散防止は、地下水の完全社移動の

制御が難しい当該現場では困難である。したがって、地下水と同じ挙動をする1、4‐ジオキサンの応

急的な修復対策は、汚染拡散防止を目的として、遮水壁内地下水の揚水による低水位管理f負圧管

理）が有効であると提案している。

  第5章では、実汚染修復現場の実行段階で明らかとをった想定外のりスクへの対応について、

VF-UPの観点から整理し、戦略的な汚染修復の方法論として示すとともに、制度的枠組みの改善

を提案している。戦略的な修復手法は、1）検証を踏まえたシステム的を進行管理、2）状況に適応

した修復対策の方針や計画の変更、3）目標達成後の汚染リスクに対する事後対策、であると明示し

ている。また、制度的枠組みの改善として、廃棄物処理法には汚染修復における検証の実施とその

公表、産廃特措法の財政支援スキームには中間、完了時、事後の検証と再汚染に対する再支援の規

定が必要であることを明らかにしている。

  第6章は、総括であり、論文全体の成果を要約している。

  これを要するに、著者は、廃棄物の不法投棄等不適正処分に起因した環境汚染現場において、事

例を実証的に解析することにより解明し、VF-UPの考え方に基づき戦略的を汚染修復を実践し、

VF-UPの有効性とその具体例である戦略的修復方法を明らかにした。また、他の汚染修復の事例

に適用できるよう廃棄物処理法及び産廃特措法の制度改善について、新たを展開に向けての具体的

かつ有用な解決策を提案しており、環境工学特に廃棄物管理工学の発展に寄与すところ大なるもの

がある。よって著者は、北海道大学博士（工学）の学位を授与される資格があるものと認める。
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